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１ 都市計画提案制度とは 

平成14年７月に都市計画法の一部が改正され、都市計画提案制度が創設されました。 

この制度は、地域のまちづくりに対する取組みを今後の都市計画行政に積極的に取り

込んでいくため、住民等からの都市計画の決定または変更の提案に係る手続きについて

新たに整備したものです。 

 

２ 都市計画とは 

都市計画とは、都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施設の

整備および市街地開発事業に関する計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 都市計画の提案をするには 

（1）提案の事前相談 

都市計画の決定または変更の提案（以下、「計画提案」という。）をしようとする

場合は、市（まちづくり計画課）に事前相談を行ってください。事前相談では、主な

提案概要についてお聞きし、市からは、以下について説明します。 

 

 

 

 

 

 

（2）計画提案事前相談書への記載 

（1）の説明の後、正式に計画の提案を行う際には、計画提案事前相談書に必要事

項の記載をお願いします。 

  

＜主な都市計画の内容＞ 

・ 市街化区域、市街化調整区域の区分 [都決定] 

・ 用途地域や地区計画などの土地利用に関するもの [市決定] 

・ 道路、公園などの都市施設 [都または市決定] 

・ 土地区画整理事業や市街地再開発事業などの市街地開発事業 [都または市決定] 

ア 提案できる都市計画の種類や提案できる方など、提案の要件について説明します。 

イ 提案に当たって必要となる提出書類について説明します。 

ウ 都市計画提案制度の流れについて説明します。 

エ 提案内容に応じ、担当課を案内します。 
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（3）提案の要件 

計画提案を行うことができる要件は次のとおりです。 

ア 提案できる都市計画 

都市計画を決定する者は、都市計画の種類や規模により都道府県や市町村に区分

されています。                    （法第15条第１項） 

市に提案できる都市計画（法第21条の２第１項）は、市が決定するものに限られ

ます。 

イ 提案できる方 

（ア）当該土地の所有権または建物所有を目的とする対抗要件を備えた地上権もし

くは賃借権を有する者（以下、「土地所有者等」という。） 

（法第21条の２第１項） 

（イ）まちづくりの推進を図る活動を行うことを目的する特定非営利活動法人（特

定非営利活動促進法第２条第２項の特定非営利活動法人） 

（ウ）一般社団法人もしくは一般財団法人その他の営利を目的としない法人 

（エ）独立行政法人都市再生機構 

（オ）地方住宅供給公社 

（カ）まちづくりの推進に関し経験と知識を有するものとして国土交通省令で定め

る団体           （法第21条の２第２項、規則第13条の３） 

ウ 提案に必要な条件 

（ア）法第１３条その他の法令の規定に基づく都市計画の基準に適合しているこ

と。                  （法第２１条の２第３項第１号） 

＜ その他の法令の規定に基づく都市計画の基準＞ 

 

 

 

 

 

（イ）提案する区域が０ ．５h a以上の一団の土地であること。 

（法第21条の２第１項、令第15条） 

（ウ）提案する区域の土地所有者等について、３分の２以上の同意を得ているこ

と。（土地の地積についても３分の２以上になること。） 

（法第21条の２第３項第２号） 

  

ａ 福生市都市計画マスタープラン 

ｂ 都市計画区域マスタープラン （法第６条の２） 

ｃ 都市再開発方針 （法第７条の２） 

ｄ 第１種市街地再開発事業の要件 （都市再開発法第３条） など 
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（４）提出書類 

計画提案に必要な書類は次のとおりです。（詳細は６～７頁を参照） 

ア 提案に当たって必要な提出書類 

（ア）提案書 

（イ）都市計画の素案 

（ウ）土地所有者等の同意を得たことを証する書類 

（エ）提案を行うことができる者であることを証する書類 

（オ）計画提案をふまえた都市計画の決定または変更の必要性の判断や手続きを円

滑に進めるため必要な書類 

 

（規則第13条の４第１項） 

イ 提案書等に添えて提出できる書面 

計画提案する区域において事業を行うため必要なときは、希望する都市計画の決

定または変更の期限等を記した書面を提出することができます。 

（規則第13条の４第２項） 

ウ その他 

都市計画の決定または変更の期限等を記した書面等 

 

（5）提出書類の補正等 

提案書等の提出については次のとおり行ってください。 

ア 提出書類は、事前相談で確認した担当課に提出してください。 

イ 市は、提出書類が、提案の要件を備えていると確認した場合は受理し、提案の要

件を備えていない場合は、提案者に書類の補正を求めます。 

ウ 書類の補正の求めに対し、提案者が補正を行う意思がないことが確認された場合

は要件を満たしていない旨を提案者に通知します。 
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４ 計画提案の取り扱い 

（1）計画提案に対する市の判断 

市は、受理した提案書類について、都市計画の決定または変更をする必要がある

か、次の判断項目に基づき総合的な判断をします。 

＜判断項目＞ 

① 市の土地利用方針等

との整合 

・福生市総合計画 

・福生市都市計画マスタープラン 

・福生市緑の基本計画 

・福生市立地適正化計画 など 

② 市の基準・要綱等と

の整合 

・福生市宅地開発等指導要綱 

・福生市まちづくり景観条例 など 

③ 区域内住民および周

辺住民との調整状況 

 

・土地所有者等や周辺住民への説明内容、範囲（ 例えば、中高層建築物

などは、事業区域の境界線から、計画建築物の高さの２倍の水平距離の

範囲内など） 

・周辺住民の意見・要望の反映状況 

・規制強化型の提案の場合は、既存不適格等、不利益を負う地権者への説

明状況 

④ 周辺環境への影響 

・周辺環境への配慮（ 例えば、用途地域の変更に伴い、日影や景観等の

環境条件が周囲に許容される配慮がなされているかどうかなど） 

・都市基盤との調和（ 支障のない交通処理計画、供給処理計画など） 

⑤ 事業実施の実現性 
・事業費も考慮に入れた代替比較考慮 

・事業化の見込みがあること など 

 

（2）都市計画を定める場合 

計画提案を踏まえた都市計画の決定または変更を行う必要があると判断したとき

は、都市計画の案を作成し、決定または変更の手続きを行います。 

（法第21条の４） 

（3）都市計画を定めない場合 

計画提案を踏まえた都市計画決定または変更を行う必要がないと判断したとき

は、福生市都市計画審議会に意見を聴き、「都市計画を定めない旨」と「その理

由」を提案者に通知します。        （法第21条の５第１項、第２項） 
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５ 都市計画提案制度の流れ 

  

 

  

※ ● の都市計画審議会は法令
で定められているもの 

提案の事前相談 
（計画提案事前相談書への記載） 
 

土地所有者、まちづくりＮＰＯ等による都市計画の提案 
（提案の要件） 
① 都市計画に関する法令上の基準に適合（法第13条等） 
② 一定の面積以上の一体的な区域（原則として0.5ha以上） 
③ 土地所有者等の３分の２以上の同意等 

補 正 

〔要件を満たさ
ない場合〕 

提案者に通知 
市は、遅滞なく、計画提案を踏まえた都市計画の決定または変更をする
必要があるか判断 

都市計画の決定または変更する必要がないと
判断したとき 

都市計画の決定または変更する必要があると
判断したとき 

都市計画審議会（報告） 

原案の作成 

説明会の開催等 

法第16条第1項 

都市計画審議会（協議） ● 都市計画の素案を都市計画審議会に付議 

法第21条の5第2項 案の作成 

公共施設管理予定者等に協議 

法第23条第6項 

知事への協議 

法第19条第3項 

都市計画の案の公告、縦覧 
（住民、利害関係人による意見書提出） 

法第17条第１項、第2項 

● 都市計画の案、素案と住民等による意見
書の要旨を都市計画審議会へ付議 

法第19条第1項、第2項 

法第21条の4 
 

 

都市計画の決定 

法第19条第1項 

都市計画を定めない 

都市計画を定めない旨と理由を提案者に通知 

法第21条の5第1項 

法第21条の3 

法第21条の2 

法第21条の3 

〔提案受理〕 
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６ 提案に当たって必要な提出書類 

書類、図面等 内 容 ・ 作 成 方 法 等 

提
案
書 

１ 計画提案書 

・氏名および住所（法人その他の団体にあっては、その名称および主たる事務所

の所在地）を記載してください。 

・提案書には、都市計画の素案、土地所有者等の同意を得たことを証する書類、

計画提案を行うことができる者であることを証する書類を添えて提出してくだ

さい。                       （規則第13条の4） 

都
市
計
画
の
素
案 

１ 総括図 

・総括図は、都市計画の総合性・整合性を確認するため、用途地域等の都市計画

決定されている内容が明らかになるよう作成してください。 

・原則縮尺1/25,000以上の都市計画図に、計画提案の区域または位置を表示し

てください。 

・この場合、原則として、一葉の図面に表示し、図面の大きさは最大A０版を 

限度に作成してください。 

・図面には、都市計画の区域の名称、都市計画の種類・名称・方位およびスケー

ルを記入してください。     （法第14条第１項、規則第９条第１項） 

２ 計画図 

・計画図は、土地の権利者が自己の権利に係る土地が、都市計画の区域に含まれ

るかどうか容易に判断できるよう作成してください。 

・原則縮尺1/2,500以上の平面図に、計画提案の区域を表示してください。 

・図面には、都市計画の種類、名称、方位およびスケールを記入してください。  

（ 法第14条第２項、規則第９条第２項） 

３ 計画書 

・都市計画の決定を行うに当たっては、都市計画の種類ごとに定めなければなら

ない事項、定めることができる事項、定めるよう努めるとされている事項があ

ります。 

・これらの事項について担当課等と打合せの上、どのような内容で定めたいのか

明確になるよう具体的に記述してください。 

４ 提案にかかる理由書 

・計画提案の区域を含む「地域のまちづくりの方向性」とこれを踏まえた当該都

市計画の「必要性」「都市の将来像における位置づけ」「位置、区域、規模、

構造等の妥当性」等について記述し、その都市計画を定める理由をできるだけ

具体的に記述してください。 
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書類、図面等 内 容 ・ 作 成 方 法 等 

土
地
所
有
者
等
の
同
意
を 

得
た
こ
と
を
証
す
る
書
類 

１ 土地所有者等の一覧表 

２ 登記事項証明書 

３ 公図 

４ 同意書 

計
画
提
案
が
で
き
る
者
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類 

１ 土地所有者等が計画提案を行う場合 

・計画提案の区域の公図、登記事項証明書 

２ 法第21条の２第２項に基づく提案（まちづくりＮＰＯ等による提案）の場合 

・法人登記事項証明書および定款または寄付行為 

３ 規則第13条の３の要件に基づく提案（まちづくりの推進に関し経験と知識を有す

る法令で定める団体による提案）の場合 

・規則第13条の３第１号イについては、開発行為を行う当該団体が交付を受けた

許可証の写し 

・規則第13条の３第１号ロについては、開発行為を行う当該団体が施行者である

ことを証する書類 

計
画
提
案
を
ふ
ま
え
た
都
市
計
画
の
決
定
等 

の
必
要
性
の
判
断
や
手
続
き
を
円
滑
に
進
め 

る
た
め
必
要
な
書
類 

１ 土地所有者等や周辺住民等への説明に関する資料 

 

２ 周辺環境等への影響について検討した資料 

当該都市計画の決定等による、自然環境、居住環境、景観、防災、交通、衛生等

への影響について予測・検討した資料を提出してください。 

 

３ その他計画提案を踏まえた都市計画の決定または変更するために必要となる資料 

説明会の開催や都市計画審議会の付議など、手続きを円滑に進めるため必要とな

る資料をお願いする場合があります。 

そ
の
他 

都市計画の決定または変更の期限等を記した書面（計画提案地内において事業を行う

ため必要な場合） 
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１ 都市計画法（昭和43年６月１５日法律第100号）【抜粋】 

（都市計画区域の整備、開発及び保全の方針） 
第六条の二 都市計画区域については、都市計画に、当該都市計画区域の整備、開発及び保全の方針を定

めるものとする。 
２ 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針には、第一号に掲げる事項を定めるものとするとともに、

第二号及び第三号に掲げる事項を定めるよう努めるものとする。 
一 次条第一項に規定する区域区分の決定の有無及び当該区域区分を定めるときはその方針 
二 都市計画の目標 
三 第一号に掲げるもののほか、土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する主要な都市計

画の決定の方針 
３ 都市計画区域について定められる都市計画（第十一条第一項後段の規定により都市計画区域外におい

て定められる都市施設（以下「区域外都市施設」という。）に関するものを含む。）は、当該都市計画
区域の整備、開発及び保全の方針に即したものでなければならない。 
（都市再開発方針等） 

第七条の二 都市計画区域については、都市計画に、次に掲げる方針（以下「都市再開発方針等」とい
う。）を定めることができる。 
一 都市再開発法（昭和四十四年法律第三十八号）第二条の三第一項又は第二項の規定による都市再開

発の方針 
二 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（昭和五十年法律第六十七

号） 第四条第一項の規定による住宅市街地の開発整備の方針 
三 地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律（平成四年法律第七十六

号） 第三十条の規定による拠点業務市街地の開発整備の方針 
四 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平成九年法律第四十九号。以下「密集市

街地整備法」という。）第三条第一項の規定による防災街区整備方針 
２ 都市計画区域について定められる都市計画（区域外都市施設に関するものを含む。）は、都市再開発

方針等に即したものでなければならない。 
（都市計画基準） 
第十三条 都市計画区域について定められる都市計画（区域外都市施設に関するものを含む。次項におい

て同じ。）は、国土形成計画、首都圏整備計画、近畿圏整備計画、中部圏開発整備計画、北海道総合開
発計画、沖縄振興計画その他の国土計画又は地方計画に関する法律に基づく計画（当該都市について公
害防止計画が定められているときは、当該公害防止計画を含む。第三項において同じ。）及び道路、河
川、鉄道、港湾、空港等の施設に関する国の計画に適合するとともに、当該都市の特質を考慮して、次
に掲げるところに従つて、土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する事項で当該都市の健
全な発展と秩序ある整備を図るため必要なものを、一体的かつ総合的に定めなければならない。この場
合においては、当該都市における自然的環境の整備又は保全に配慮しなければならない。 
一 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針は、当該都市の発展の動向、当該都市計画 

区域における人口及び産業の現状及び将来の見通し等を勘案して、当該都市計画区域を一体の都市
として総合的に整備し、開発し、及び保全することを目途として、当該方針に即して都市計画が適
切に定められることとなるように定めること。 

二 区域区分は、当該都市の発展の動向、当該都市計画区域における人口及び産業の将来の見通し等を
勘案して、産業活動の利便と居住環境の保全との調和を図りつつ、国土の合理的利用を確保し、効率
的な公共投資を行うことができるように定めること。 

三 都市再開発の方針は、市街化区域内において、計画的な再開発が必要な市街地について定めるこ
と。 

四 住宅市街地の開発整備の方針は、大都市地域における住宅及び住宅市街地の供給の促進に関する特
別措置法第四条第一項に規定する都市計画区域について、良好な住宅市街地の開発整備が図られるよ
うに定めること。 

五 拠点業務市街地の開発整備の方針は、地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に
関する法律第八条第一項の同意基本計画において定められた同法第二条第二項の拠点地区に係る市街
化区域について、当該同意基本計画の達成に資するように定めること。 

六 防災街区整備方針は、市街化区域内において、密集市街地整備法第二条第一号の密集市街地内の各
街区について同条第二号の防災街区としての整備が図られるように定めること。 

七 地域地区は、土地の自然的条件及び土地利用の動向を勘案して、住居、商業、工業その他の用途を
適正に配分することにより、都市機能を維持増進し、かつ、住居の環境を保護し、商業、工業等の利
便を増進し、良好な景観を形成し、風致を維持し、公害を防止する等適正な都市環境を保持するよう
に定めること。この場合において、市街化区域については、少なくとも用途地域を定めるものとし、
市街化調整区域については、原則として用途地域を定めないものとする。 

八 促進区域は、市街化区域又は区域区分が定められていない都市計画区域内において、主として関係
権利者による市街地の計画的な整備又は開発を促進する必要があると認められる土地の区域について
定めること。 

九 遊休土地転換利用促進地区は、主として関係権利者による有効かつ適切な利用を促進する必要があ
ると認められる土地の区域について定めること。 

 
十 被災市街地復興推進地域は、大規模な火災、震災その他の災害により相当数の建築物が滅失した市
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街地の計画的な整備改善を推進して、その緊急かつ健全な復興を図る必要があると認められる土地の
区域について定めること。 

十一 都市施設は、土地利用、交通等の現状及び将来の見通しを勘案して、適切な規模で必要な位置に
配置することにより、円滑な都市活動を確保し、良好な都市環境を保持するように定めること。この
場合において、市街化区域及び区域区分が定められていない都市計画区域については、少なくとも道
路、公園及び下水道を定めるものとし、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種
中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域
については、義務教育施設をも定めるものとする。 

十二 市街地開発事業は、市街化区域又は区域区分が定められていない都市計画区域内において、一体
的に開発し、又は整備する必要がある土地の区域について定めること。 

十三 市街地開発事業等予定区域は、市街地開発事業に係るものにあつては市街化区域又は区域区分が
定められていない都市計画区域内において、一体的に開発し、又は整備する必要がある土地の区域に
ついて、都市施設に係るものにあつては当該都市施設が第十一号前段の基準に合致することとなるよ
うな土地の区域について定めること。 

十四 地区計画は、公共施設の整備、建築物の建築その他の土地利用の現状及び将来の見通しを勘案
し、当該区域の各街区における防災、安全、衛生等に関する機能が確保され、かつ、その良好な環境
の形成又は保持のためその区域の特性に応じて合理的な土地利用が行われることを目途として、当該
計画に従つて秩序ある開発行為、建築又は施設の整備が行われることとなるように定めること。この
場合において、次のイからハまでに掲げる地区計画については、当該イからハまでに定めるところに
よること。 
イ 市街化調整区域における地区計画 市街化区域における市街化の状況等を勘案して、地区計画の

区域の周辺における市街化を促進することがない等当該都市計画区域における計画的な市街化を
図る上で支障がないように定めること。 

ロ 再開発等促進区を定める地区計画 土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の増進とが図ら
れることを目途として、一体的かつ総合的な市街地の再開発又は開発整備が実施されることとな
るように定めること。この場合において、第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域
については、再開発等促進区の周辺の低層住宅に係る良好な住居の環境の保護に支障がないよう
に定めること。 

ハ 開発整備促進区を定める地区計画 特定大規模建築物の整備による商業その他の業務の利便の増
進が図られることを目途として、一体的かつ総合的な市街地の開発整備が実施されることとなる
ように定めること。この場合において、第二種住居地域及び準住居地域については、開発整備促
進区の周辺の住宅に係る住居の環境の保護に支障がないように定めること。 

十五 防災街区整備地区計画は、当該区域の各街区が火事又は地震が発生した場合の延焼防止上及び避
難上確保されるべき機能を備えるとともに、土地の合理的かつ健全な利用が図られることを目途とし
て、一体的かつ総合的な市街地の整備が行われることとなるように定めること。 

十六 歴史的風致維持向上地区計画は、地域におけるその固有の歴史及び伝統を反映した人々の活動と
その活動が行われる歴史上価値の高い建造物及びその周辺の市街地とが一体となつて形成してきた良
好な市街地の環境の維持及び向上並びに土地の合理的かつ健全な利用が図られるように定めること。 

十七 沿道地区計画は、道路交通騒音により生ずる障害を防止するとともに、適正かつ合理的な土地利
用が図られるように定めること。この場合において、沿道再開発等促進区（幹線道路の沿道の整備に
関する法律第九条第三項の規定による沿道再開発等促進区をいう。以下同じ。）を定める沿道地区計
画については、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の増進とが図られることを目途として、
一体的かつ総合的な市街地の再開発又は開発整備が実施されることとなるように定めることとし、そ
のうち第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域におけるものについては、沿道再開発等
促進区の周辺の低層住宅に係る良好な住居の環境の保護に支障がないように定めること。 

十八 集落地区計画は、営農条件と調和のとれた居住環境を整備するとともに、適正な土地利用が図ら
れるように定めること。 

十九 前各号の基準を適用するについては、第六条第一項の規定による都市計画に関する基礎調査の結
果に基づき、かつ、政府が法律に基づき行う人口、産業、住宅、建築、交通、工場立地その他の調査
の結果について配慮すること。 

２ 都市計画区域について定められる都市計画は、当該都市の住民が健康で文化的な都市生活を享受する
ことができるように、住宅の建設及び居住環境の整備に関する計画を定めなければならない。 

３ 準都市計画区域について定められる都市計画は、第一項に規定する国土計画若しくは地方計画又は施
設に関する国の計画に適合するとともに、地域の特質を考慮して、次に掲げるところに従つて、土地利
用の整序又は環境の保全を図るため必要な事項を定めなければならない。この場合においては、当該地
域における自然的環境の整備又は保全及び農林漁業の生産条件の整備に配慮しなければならない。 
一 地域地区は、土地の自然的条件及び土地利用の動向を勘案して、住居の環境を保護し、良好な景観

を形成し、風致を維持し、公害を防止する等地域の環境を適正に保持するように定めること。 
二 前号の基準を適用するについては、第六条第二項の規定による都市計画に関する基礎調査の結果に

基づくこと。 
４ 都市再開発方針等、第八条第一項第四号の二、第五号の二、第六号、第八号及び第十号から第十六号

までに掲げる地域地区、促進区域、被災市街地復興推進地域、流通業務団地、一団地の津波防災拠点市
街地形成施設、一団地の復興再生拠点市街地形成施設、一団地の復興拠点市街地形成施設、市街地開発
事業、市街地開発事業等予定区域（第十二条の二第一項第四号及び第五号に掲げるものを除く。）、防
災街区整備地区計画、歴史的風致維持向上地区計画、沿道地区計画並びに集落地区計画に関する都市計
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画の策定に関し必要な基準は、前三項に定めるもののほか、別に法律で定める。 
５ 地区計画を都市計画に定めるについて必要な基準は、第一項及び第二項に定めるもののほか、政令で

定める。 
６ 都市計画の策定に関し必要な技術的基準は、政令で定める。 
（都市計画の図書） 
第十四条 都市計画は、国土交通省令で定めるところにより、総括図、計画図及び計画書によつて表示す

るものとする。 
２ 計画図及び計画書における区域区分の表示又は次に掲げる区域の表示は、土地に関し権利を有する者

が、自己の権利に係る土地が区域区分により区分される市街化区域若しくは市街化調整区域のいずれの
区域に含まれるか又は次に掲げる区域に含まれるかどうかを容易に判断することができるものでなけれ
ばならない。 
一 都市再開発の方針に定められている都市再開発法第二条の三第一項第二号又は第二項の地区の区域 
二 防災街区整備方針に定められている防災再開発促進地区（密集市街地整備法第三条第一項第一号に

規定する防災再開発促進地区をいう。）の区域 
三 地域地区の区域 
四 促進区域の区域 
五 遊休土地転換利用促進地区の区域 
六 被災市街地復興推進地域の区域 
七 都市計画施設の区域 
八 市街地開発事業の施行区域 
九 市街地開発事業等予定区域の区域 
十 地区計画の区域（地区計画の区域の一部について再開発等促進区若しくは開発整備促進区又は地区

整備計画が定められているときは、地区計画の区域及び再開発等促進区若しくは開発整備促進区又は
地区整備計画の区域） 

十一 防災街区整備地区計画の区域（防災街区整備地区計画の区域について地区防災施設（密集市街地
整備法第三十二条第二項第一号に規定する地区防災施設をいう。以下この号及び第三十三条第一項に
おいて同じ。）、特定建築物地区整備計画（密集市街地整備法第三十二条第二項第一号の規定による
特定建築物地区整備計画をいう。以下この号及び第三十三条第一項において同じ。）又は防災街区整
備地区整備計画（密集市街地整備法第三十二条第二項第二号の規定による防災街区整備地区整備計画
をいう。以下この号及び第三十三条第一項において同じ。）が定められているときは、防災街区整備
地区計画の区域及び地区防災施設の区域、特定建築物地区整備計画の区域又は防災街区整備地区整備
計画の区域） 

十二 歴史的風致維持向上地区計画の区域（歴史的風致維持向上地区計画の区域の一部について地域に
おける歴史的風致の維持及び向上に関する法律第三十一条第三項第三号に規定する土地の区域又は歴
史的風致維持向上地区整備計画（同条第二項第一号の規定による歴史的風致維持向上地区整備計画を
いう。以下この号及び第三十三条第一項において同じ。）が定められているときは、歴史的風致維持
向上地区計画の区域及び当該定められた土地の区域又は歴史的風致維持向上地区整備計画の区域） 

十三 沿道地区計画の区域（沿道地区計画の区域の一部について沿道再開発等促進区又は沿道地区整備
計画（幹線道路の沿道の整備に関する法律第九条第二項第一号に掲げる沿道地区整備計画をいう。以
下同じ。）が定められているときは、沿道地区計画の区域及び沿道再開発等促進区又は沿道地区整備
計画の区域） 

十四 集落地区計画の区域（集落地区計画の区域の一部について集落地区整備計画（集落地域整備法第
五条第三項の規定による集落地区整備計画をいう。以下同じ。）が定められているときは、集落地区
計画の区域及び集落地区整備計画の区域） 

３ 第十一条第三項の規定により都市計画施設の区域について都市施設を整備する立体的な範囲が定めら
れている場合においては、計画図及び計画書における当該立体的な範囲の表示は、当該区域内において
建築物の建築をしようとする者が、当該建築が、当該立体的な範囲外において行われるかどうか、同項
後段の規定により当該立体的な範囲からの離隔距離の最小限度が定められているときは当該立体的な範
囲から最小限度の離隔距離を確保しているかどうかを容易に判断することができるものでなければなら
ない。 

（都市計画を定める者） 
第十五条 次に掲げる都市計画は都道府県が、その他の都市計画は市町村が定める。 

一 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に関する都市計画 
二 区域区分に関する都市計画 
三 都市再開発方針等に関する都市計画 
四 第八条第一項第四号の二、第九号から第十三号まで及び第十六号に掲げる地域地区 

（同項第四号の二に掲げる地区にあつては都市再生特別措置法第三十六条第一項の規定による都市
再生特別地区に、第八条第一項第九号に掲げる地区にあつては港湾法（昭和二十五年法律第二百十
八号）第二条第二項の国際戦略港湾、国際拠点港湾又は重要港湾に係るものに、第八条第一項第十
二号に掲げる地区にあつては都市緑地法第五条の規定による緑地保全地域（二以上の市町村の区域
にわたるものに限る。）、首都圏近郊緑地保全法（昭和四十一年法律第百一号）第四条第二項第三
号の近郊緑地特別保全地区及び近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭和四十二年法律第百三
号）第六条第二項の近郊緑地特別保全地区に限る。）に関する都市計画 

五 一の市町村の区域を超える広域の見地から決定すべき地域地区として政令で定めるもの又は一の市
町村の区域を超える広域の見地から決定すべき都市施設若しくは根幹的都市施設として政令で定める
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ものに関する都市計画 
六 市街地開発事業（土地区画整理事業、市街地再開発事業、住宅街区整備事業及び防災街区整備事業

にあつては、政令で定める大規模なものであつて、国の機関又は都道府県が施行すると見込まれるも
のに限る。）に関する都市計画 

七 市街地開発事業等予定区域（第十二条の二第一項第四号から第六号までに掲げる予定区域にあつて
は、一の市町村の区域を超える広域の見地から決定すべき都市施設又は根幹的都市施設の予定区域と
して政令で定めるものに限る。）に関する都市計画 

２ 市町村の合併その他の理由により、前項第五号に該当する都市計画が同号に該当しないこととなつた
とき、又は同号に該当しない都市計画が同号に該当することとなつたときは、当該都市計画は、それぞ
れ市町村又は都道府県が決定したものとみなす。 

３ 市町村が定める都市計画は、議会の議決を経て定められた当該市町村の建設に関する基本構想に即
し、かつ、都道府県が定めた都市計画に適合したものでなければならない。 

４ 市町村が定めた都市計画が、都道府県が定めた都市計画と抵触するときは、その限りにおいて、都道
府県が定めた都市計画が優先するものとする。 

（公聴会の開催等） 
第十六条 都道府県又は市町村は、次項の規定による場合を除くほか、都市計画の案を作成しようとする

場合において必要があると認めるときは、公聴会の開催等住民の意見を反映させるために必要な措置を
講ずるものとする。 

２ 都市計画に定める地区計画等の案は、意見の提出方法その他の政令で定める事項について条例で定め
るところにより、その案に係る区域内の土地の所有者その他政令で定める利害関係を有する者の意見を
求めて作成するものとする。 

３ 市町村は、前項の条例において、住民又は利害関係人から地区計画等に関する都市計画の決定若しく
は変更又は地区計画等の案の内容となるべき事項を申し出る方法を定めることができる。 

（都市計画の案の縦覧等） 
第十七条 都道府県又は市町村は、都市計画を決定しようとするときは、あらかじめ、国土交通省令で定

めるところにより、その旨を公告し、当該都市計画の案を、当該都市計画を決定しようとする理由を記
載した書面を添えて、当該公告の日から二週間公衆の縦覧に供しなければならない。 

２ 前項の規定による公告があつたときは、関係市町村の住民及び利害関係人は、同項の縦覧期間満了の
日までに、縦覧に供された都市計画の案について、都道府県の作成に係るものにあつては都道府県に、
市町村の作成に係るものにあつては市町村に、意見書を提出することができる。 

３ 特定街区に関する都市計画の案については、政令で定める利害関係を有する者の同意を得なければな
らない。 

４ 遊休土地転換利用促進地区に関する都市計画の案については、当該遊休土地転換利用促進地区内の土
地に関する所有権又は地上権その他の政令で定める使用若しくは収益を目的とする権利を有する者の意
見を聴かなければならない。 

５ 都市計画事業の施行予定者を定める都市計画の案については、当該施行予定者の同意を得なければな
らない。ただし、第十二条の三第二項の規定の適用がある事項については、この限りでない。 

（市町村の都市計画に関する基本的な方針） 
第十八条の二 市町村は、議会の議決を経て定められた当該市町村の建設に関する基本構想並びに都市計

画区域の整備、開発及び保全の方針に即し、当該市町村の都市計画に関する基本的な方針（以下この条
において「基本方針」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等住民の意見を反映させる
ために必要な措置を講ずるものとする。 

３ 市町村は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、都道府県知事に通知しな
ければならない。 

４ 市町村が定める都市計画は、基本方針に即したものでなければならない。 
（市町村の都市計画の決定） 
第十九条 市町村は、市町村都市計画審議会（当該市町村に市町村都市計画審議会が置かれていないとき

は、当該市町村の存する都道府県の都道府県都市計画審議会）の議を経て、都市計画を決定するものと
する。 

２ 市町村は、前項の規定により都市計画の案を市町村都市計画審議会又は都道府県都市計画審議会に付
議しようとするときは、第十七条第二項の規定により提出された意見書の要旨を市町村都市計画審議会
又は都道府県都市計画審議会に提出しなければならない。 

３ 市町村は、都市計画区域又は準都市計画区域について都市計画（都市計画区域について定めるものに
あつては区域外都市施設に関するものを含み、地区計画等にあつては当該都市計画に定めようとする事
項のうち政令で定める地区施設の配置及び規模その他の事項に限る。）を決定しようとするときは、あ
らかじめ、都道府県知事に協議しなければならない。この場合において、町村にあつては都道府県知事
の同意を得なければならない。 

４ 都道府県知事は、一の市町村の区域を超える広域の見地からの調整を図る観点又は都道府県が定め、
若しくは定めようとする都市計画との適合を図る観点から、前項の協議を行うものとする。 

５ 都道府県知事は、第三項の協議を行うに当たり必要があると認めるときは、関係市町村に対し、資料
の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

（都市計画の告示等） 
第二十条 都道府県又は市町村は、都市計画を決定したときは、その旨を告示し、かつ、都道府県にあつ

ては関係市町村長に、市町村にあつては都道府県知事に、第十四条第一項に規定する図書の写しを送付
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しなければならない。 
２ 都道府県知事及び市町村長は、国土交通省令で定めるところにより、前項の図書又はその写しを当該

都道府県又は市町村の事務所に備え置いて一般の閲覧に供する方法その他の適切な方法により公衆の縦
覧に供しなければならない。 

３ 都市計画は、第一項の規定による告示があつた日から、その効力を生ずる。 
（都市計画の決定等の提案） 
第二十一条の二 都市計画区域又は準都市計画区域のうち、一体として整備し、開発し、又は保全すべき

土地の区域としてふさわしい政令で定める規模以上の一団の土地の区域について、当該土地の所有権又
は建物の所有を目的とする対抗要件を備えた地上権若しくは賃借権（臨時設備その他一時使用のため設
定されたことが明らかなものを除く。以下「借地権」という。）を有する者（以下この条において「土
地所有者等」という。）は、一人で、又は数人共同して、都道府県又は市町村に対し、都市計画（都市
計画区域の整備、開発及び保全の方針並びに都市再開発方針等に関するものを除く。次項において同
じ。）の決定又は変更をすることを提案することができる。この場合においては、当該提案に係る都市
計画の素案を添えなければならない。 

２ まちづくりの推進を図る活動を行うことを目的とする特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号） 
第二条第二項の特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人その他の営利を目的としない
法人、独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社若しくはまちづくりの推進に関し経験と知識を有
するものとして国土交通省令で定める団体又はこれらに準ずるものとして地方公共団体の条例で定める
団体は、前項に規定する土地の区域について、都道府県又は市町村に対し、都市計画の決定又は変更を
することを提案することができる。同項後段の規定は、この場合について準用する。 

３ 前二項の規定による提案（以下「計画提案」という。）は、次に掲げるところに従つて、国土交通省
令で定めるところにより行うものとする。 
一 当該計画提案に係る都市計画の素案の内容が、第十三条その他の法令の規定に基づく都市計画に関

する基準に適合するものであること。 
二 当該計画提案に係る都市計画の素案の対象となる土地（国又は地方公共団体の所有している土地で

公共施設の用に供されているものを除く。以下この号において同じ。）の区域内の土地所有者等の三
分の二以上の同意（同意した者が所有するその区域内の土地の地積と同意した者が有する借地権の目
的となつているその区域内の土地の地積の合計が、その区域内の土地の総地積と借地権の目的となつ
ている土地の総地積との合計の三分の二以上となる場合に限る。）を得ていること。 

（計画提案に対する都道府県又は市町村の判断等） 
第二十一条の三 都道府県又は市町村は、計画提案が行われたときは、遅滞なく、計画提案を踏まえた都

市計画（ 計画提案に係る都市計画の素案の内容の全部又は一部を実現することとなる都市計画をい
う。以下同じ。）の決定又は変更をする必要があるかどうかを判断し、当該都市計画の決定又は変更を
する必要があると認めるときは、その案を作成しなければならない。 

（計画提案を踏まえた都市計画の案の都道府県都市計画審議会等への付議） 
第二十一条の四 都道府県又は市町村は、計画提案を踏まえた都市計画（当該計画提案に係る都市計画の

素案の内容の全部を実現するものを除く。）の決定又は変更をしようとする場合において、第十八条第
一項又は第十九条第一項（これらの規定を第二十一条第二項において準用する場合を含む。）の規定に
より都市計画の案を都道府県都市計画審議会又は市町村都市計画審議会に付議しようとするときは、当
該都市計画の案に併せて、当該計画提案に係る都市計画の素案を提出しなければならない。 

（計画提案を踏まえた都市計画の決定等をしない場合にとるべき措置） 
第二十一条の五 都道府県又は市町村は、計画提案を踏まえた都市計画の決定又は変更をする必要がない

と判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該計画提案をした者に通知しなければならな
い。 

２ 都道府県又は市町村は、前項の通知をしようとするときは、あらかじめ、都道府県都市計画審議会
（当該市町村に市町村都市計画審議会が置かれているときは、当該市町村都市計画審議会）に当該計画
提案に係る都市計画の素案を提出してその意見を聴かなければならない。 

（他の行政機関等との調整等） 
第二十三条 国土交通大臣が都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（第六条の二第二項第一号に掲げ

る事項に限る。以下この条及び第二十四条第三項において同じ。）若しくは区域区分に関する都市計画
を定め、若しくはその決定若しくは変更に同意しようとするとき、又は都道府県が都市計画区域の整
備、開発及び保全の方針若しくは区域区分に関する都市計画を定めようとするとき（国土交通大臣の同
意を要するときを除く。）は、国土交通大臣又は都道府県は、あらかじめ、農林水産大臣に協議しなけ
ればならない。ただし、国土交通大臣が区域区分に関する都市計画を定め、若しくはその決定若しくは
変更に同意しようとする場合又は都道府県が区域区分に関する都市計画を定めようとする場合（国土交
通大臣の同意を要する場合を除く。）にあつては、当該区域区分により市街化区域に定められることと
なる土地の区域に農業振興地域の整備に関する法律第八条第二項第一号に規定する農用地区域その他政
令で定める土地の区域が含まれるときに限る。 

２ 国土交通大臣は、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針若しくは区域区分に関する都市計画を定
め、又はその決定若しくは変更に同意しようとするときは、あらかじめ、経済産業大臣及び環境大臣の
意見を聴かなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針、区域区分
並びに用途地域に関する都市計画に関し、国土交通大臣に意見を述べることができる。 

４ 臨港地区に関する都市計画は、港湾法第二条第一項の港湾管理者が申し出た案に基づいて定めるもの
とする。 
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５ 国土交通大臣は、都市施設に関する都市計画を定め、又はその決定若しくは変更に同意しようとする
ときは、あらかじめ、当該都市施設の設置又は経営について、免許、許可、認可等の処分をする権限を
有する国の行政機関の長に協議しなければならない。 

６ 国土交通大臣、都道府県又は市町村は、都市施設に関する都市計画又は都市施設に係る市街地開発事
業等予定区域に関する都市計画を定めようとするときは、あらかじめ、当該都市施設を管理することと
なる者その他政令で定める者に協議しなければならない。 

７ 市町村は、第十二条の十一の規定により地区整備計画において建築物等の建築又は建設の限界を定め
ようとするときは、あらかじめ、同条に規定する道路の管理者又は管理者となるべき者に協議しなけれ
ばならない。 

２ 都市計画法施行令（昭和44年６月13日政令第158号） 

【都市計画の提案に係る部分のみ抜粋】 

（法第二十一条の二第一項の政令で定める規模） 
第十五条 法第二十一条の二第一項の政令で定める規模は、〇・五ヘクタールとする。ただし、当該都市

計画区域又は準都市計画区域において一体として行われる整備、開発又は保全に関する事業等の現況及
び将来の見通し等を勘案して、特に必要があると認められるときは、都道府県又は市町村は、条例で、
区域又は計画提案に係る都市計画の種類を限り、〇・一ヘクタール以上〇・五ヘクタール未満の範囲内
で、それぞれ当該都道府県又は市町村に対する計画提案に係る規模を別に定めることができる。 

３ 都市計画法施行規則（昭和44年８月25日建設省令第49号） 

【都市計画の提案に係る部分のみ抜粋】 

（まちづくりの推進に関し経験と知識を有する団体） 
第十三条の三 法第二十一条の二第二項の国土交通省令で定める団体は、次に掲げる要件のいずれにも該

当するものとする。 
一 次のいずれかに該当する団体であること。 

イ 過去十年間に法第二十九条第一項の規定による許可を受けて開発行為（開発区域の面積が〇・
五ヘクタール以上のものに限る。）を行つたことがあること。 

ロ 過去十年間に法第二十九条第一項第四号から第九号までに掲げる開発行為（開発区域の面積が
〇・五ヘクタール以上のものに限る。）を行つたことがあること。 

二 役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものの代表者又は管理人を含む。）のうち
に次のいずれかに該当する者がないこと。 
イ 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの 
ロ 拘禁以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から五年

を経過しない者 
ハ 法若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号。同法

第三十一条第七項の規定を除く。）に違反し、又は刑法（ 明治四十年法律第四十五号）第二百四
条、第二百六条、第二百八条、第二百八条の三、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若
しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第六十号）の罪を犯し、罰金の刑に処せら
れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から五年を経過しない者 

（都市計画の決定等の提案） 
第十三条の四 法第二十一条の二第三項の規定により計画提案を行おうとする者（次項において「計画提

案者」という。）は、氏名及び住所（法人その他の団体にあつては、その名称及び主たる事務所の所在
地）を記載した提案書に次に掲げる図書を添えて、これらを都道府県又は市町村に提出しなければなら
ない。 
一 都市計画の素案 
二 法第二十一条の二第三項第二号の同意を得たことを証する書類 
三 計画提案を行うことができる者であることを証する書類 

２ 計画提案者は、事業を行うため当該事業が行われる土地の区域について都市計画の決定又は変更を必
要とするときは、次に掲げる事項を記載した書面を、前項の提案書及び図書と併せて都道府県又は市町
村に提出することができる。 
一 当該事業の着手の予定時期 
二 計画提案に係る都市計画の決定又は変更を希望する期限 
三 前号の期限を希望する理由 

３ 前項第二号の期限は、計画提案に係る都市計画の素案の内容に応じて、当該都市計画の決定又は変更
に要する期間を勘案して、相当なものでなければならない。 
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４ 都市計画運用指針 

【都市計画の提案に係る部分のみ抜粋】 

３ ．都市計画の提案制度 
（都市計画の提案制度の基本的考え方） 

近年、まちづくりへの関心が高まる中で、都市計画への関心も高まり、住民やまちづくりＮＰＯ等が
主体となったまちづくりに対する多くの取組が見受けられるようになった。 
法第２１条の２から第２１条の５までに規定する都市計画の提案制度は、住民等が行政の提案に対して
単に受身で意見を言うだけではなく、より主体的かつ積極的に都市計画に関わっていくことを期待し、
また可能とするための制度として創設されたものである。これは、都市計画制度の沿革の中で、まちづ
くりのきっかけを誰がつくるのかというイニシアティブを行政のみならず住民等もとることが可能とな
ったという点で画期的な変革と位置付けられる。 

提案制度は、これを契機として、まちづくりや都市計画に対する住民の関心を高め、主体的かつ積極
的な住民参加が促されるものであり、この制度の普及や積極的な活用を図ることを手段として、まちづ
くりへの住民参加の在り方自体をより実質的なものへと高めていくことが期待されている。例えば、住
民に最も身近な都市計画である地区計画制度と提案制度をあわせて活用することにより、身近な生活環
境に対する住民の意向を地区計画の提案という形で行政に示すことも可能となるなど、こうした取組に
よって、まちづくり全体の有様についてより広範に住民の合意形成が図られることも期待されるもので
ある。 

制度の運用に当たっては、このような制度の趣旨を十分踏まえ、住民等の都市計画に対する能動的な
参加を促進するための取組を行うとともに、住民等からの発意を積極的に受け止めていく姿勢が望まれ
るものである。 

（都市計画の提案制度の運用に当たり留意すべき事項について） 
（１）提案権者の範囲について 

都市計画の提案制度においては、当該提案に係る土地の所有者等、まちづくりＮＰＯ等に加え、独立
行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社、まちづくりの推進に関し経験と知識を有するものとして一
定の開発事業の実績を有する等の要件を満たす団体についても、提案を行うことができることとされて
いる。 

これは、地域住民等のまちづくりの動きを都市計画に積極的に取り込むとともに、必要な場合に機動
的な都市計画の決定又は変更がなされるよう、都市計画の決定又は変更に関し民間のイニシアティブを
認め、まちづくりの推進に関する民間の経験と知識をより積極的に取り込む観点から、認めているもの
である。 

（２）提案の要件等 
都市計画の素案の内容は、法第１３条その他の法令の規定に基づく都市計画に関する基準に適合する

ものであることとされているが（法第２１条の２第３項第１号）、ここでいう「その他の法令に基づく
都市計画に関する基準」には、法第６条の２第３項（都市計画区域マスタープラン）、第７条の２第２
項（都市再開発方針等）等のほか、再開発法第３条（第一種市街地再開発事業の施行区域の要件）等の
法以外の法令に定めるものも含まれるものである。 

提案を行う際に添付する都市計画の素案としては、都市計画の種類、名称、位置及び区域（市街地開
発事業に関するものにあっては、施行区域）その他の都市計画決定権者が都市計画の案を作成するため
に必要な事項が具体的に記載され、かつ、その土地の区域が明確に示された平面図等が作成されること
が必要であるが、一方、都市計画の素案は、都市計画の案を作成するに際して必要な程度に具体的に記
載されていれば足りるものであることから、必要以上に詳細な記載を求めるべきでないことに留意すべ
きである。なお、都市計画決定権者が提案を踏まえて都市計画の決定又は変更をするか否かについて判
断するに際し必要がある場合は、提案を行った者に対し、資料の提出その他必要な協力を要請すること
は妨げられないものである。 

都市計画の提案は、原則として０．５ヘクタール以上の一団の土地の区域について行うことができる
こととされている（令第１５条の２）。このように、提案制度は、基本的には、一団の土地の区域にお
けるまちづくりの提案を想定している制度であり、当該区域内におけるまちづくりに必要な土地利用、
都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計画のそれぞれを提案することが可能である。 
都市計画決定権者は、特に必要があると認められるときは、条例で、区域又は提案に係る都市計画の種
類を限り、０．１ヘクタール以上０．５ヘクタール未満の範囲内で、提案に係る規模を別に定めること
ができることとされているが（令第１５条の２）、これは、地域によっては０．５ヘクタール以下の小
規模な土地の区域を対象とした都市計画事業や地域地区等もあり得ることから、これらの現況や将来の
見通し等を勘案して、特に必要があると認めるときには、当該区域に係る提案について規模要件を引き
下げることができることとしているものである。令第１５条の２に定める条例については、このような
趣旨を踏まえて定めるべきである。 

提案に当たっては、提案に係る都市計画の素案の対象となる土地の区域内の土地所有者等の３分の２
以上の同意を得たことを証する書類を添えることとされているが（規則第１３条の３第２号）、これに
ついては、都市計画決定権者が当該提案が土地所有者等の３分の２以上の同意を得たものであると判断
できるもので足り、当該書類としてどのようなものを求めるかについては、都市計画決定権者の判断に
委ねられているものである。 
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（３）提案に係る都市計画の決定又は変更の手続 

提案に係る都市計画の決定又は変更をするか否かの判断基準は、通常の都市計画の決定又は変更をす
る場合の基準と異なるものではない。このため、提案に係る都市計画の決定又は変更に係る画一的な判
断基準を設ける等硬直的な運用をするべきではない。 

都市計画の提案をしようとする者は、都市計画に関する十分な知識や情報を有しない場合もあること
から、あらかじめ都市計画の提案制度に関する相談窓口を設けることも考えられる。 

公聴会・説明会の開催等については、住民の意見を十分汲み取ることができるようにすることが求め
られるものであり、作成しようとする都市計画の案や関連する情報について具体的に提示することが求
められるものであることから、提案を踏まえて都市計画の案を作成しようとするに当たって、公聴会・
説明会の開催等をする場合には、提案に係る都市計画の素案を、作成しようとする都市計画の案に関連
する情報として提示することも考えられる。 

提案が行われた場合には、提案に係る事務の処理に要する期間について、都市再生法（提案がなされ
てから６月以内）とは異なり具体的な期間を限るものではないが、都市計画決定権者は、遅滞なく、計
画提案を踏まえた都市計画の決定又は変更をする必要があるかどうかを判断し、当該都市計画の決定又
は変更をする必要があると認めるときは、その案を作成しなければならないとされている（法第２１条
の３）。また、計画提案者は、事業を行うため当該事業が行われる土地の区域について都市計画の決定
又は変更を必要とする場合には、計画提案に係る都市計画の決定又は変更を希望する期限等を記載した
書類を提出することができることとされている（規則第１３条の４第２項）。都市計画決定権者は、都
市計画の決定又は変更の提案がなされた場合には、これらを踏まえ、提案者が都市計画の決定又は変更
を希望する期限について、その理由や期限の設定が正当でないと認める場合を除き、これをできる限り
尊重しつつ、遅滞なく、当該事務の処理を行うべきである。特に、建築物の用途規制の変更など土地所
有者や開発事業者等が具体的な土地利用を行う目的で提出した計画提案については、都市計画の決定又
は変更をする必要があるかどうかの判断をできる限り速やかに行い、提案者が当該計画提案から１年以
内に都市計画の決定又は変更を希望する場合には、長期にわたる環境影響評価を要する計画提案である
等、当該期限内に都市計画の決定又は変更を行うことが困難な場合を除き、遅くとも１ 年以内に計画
提案を踏まえた都市計画の決定若しくは変更をし、又は決定若しくは変更をしない旨の通知を行うべき
である。 

提案に係る都市計画の素案の内容の一部を変更して都市計画の決定又は変更を行おうとする場合及び
提案を踏まえた都市計画の決定又は変更を行わない場合には、都市計画決定権者は、都市計画審議会に
提案に係る都市計画の素案を提出することとされているが（法第２１条の４、第２１条の５第２項）、
これは、都市計画審議会の意見を聴くことで都市計画決定権者の判断が適正になされるようにするため
のものであり、また、提案に係る都市計画の素案の一部を変更して都市計画の決定又は変更を行おうと
する場合には、都市計画審議会における適切な審議を図るためのものでもある。そのため、都市計画決
定権者は、提案に係る素案の提出と併せて、都市計画審議会に対して、提案を踏まえた都市計画の決定
又は変更を行わない理由や提案に係る都市計画の素案の内容の一部を変更して都市計画の決定又は変更
を行おうとする理由を十分に説明するべきであり、また、必要に応じて、提案を行った者が都市計画審
議会において意見を述べる機会を設けることが望ましい。 

都市計画決定権者は、提案を踏まえた都市計画の決定又は変更をする必要がないと判断したときは、
遅滞なく、その旨及びその理由を、当該提案をした者に通知しなければならないこととされているが
（法第２１条の５第１項）、理由については、提案をした者がその内容を十分に理解できるものとする
べきである。 

法においては、法第２１条の２第３項に規定する要件に該当しないことを理由に、提案を踏まえた都
市計画の決定又は変更をする必要がないと判断したときには、提案をした者に対してその旨の通知等の
手続を行うことを要しないものであるが、都市計画においても行政手続の透明化や情報公開、説明責任
の履行が求められることにかんがみると、このような場合についても、提案を踏まえた都市計画の決定
又は変更をする必要がないと判断した旨とともに、どの要件に該当しないのか及び該当しないと判断し
た理由を提案を行った者に通知することが望ましい。 

 


